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3) 1945年 9月22日「降伏後における米国の初期の対日方針J (United States Inihal Plosト


































































メリカの世界政策は， 1947年 3月12日， トノレ--~ :/大統領の議会におけ芯対ソ
政策についての演説，いわゆる「トノレーマ γ ・ドグトり :/J】により，根本的に
転換した。すでに 1946年後半には， アメリカにより，西ヨーロヅパではドイ
ツを，極東では白本を，共産主義の防壁にする準備が着々とすすめられ，円本
にたいしては， 1946年12月 3日ポー 1ノー賠償報告が検討され，緩和の方針がう























8) 1947年 1月29日j アメリカ陸軍省の委嘱により.λトライタを団長とする，賠償問題現地視察
団が，日本に派遣された。
戦後わが国の「経済計画」の背景 (143) 
トルーマ γ ・ドクトリ yにもとづく，対日政策転換のさいしょの公的な戸明
であり，その日本における具体化の内容を明確にしめしたのは，ロイヤル米陸

























































以とのようなアメリカ対日政策を遂行するため. 1947年 3汀 22CI. マッカー






































は， 閣議で， 経済安定本部に経済復興計画委員会 (19岨年5月26日政令により経












戦由経済史編さん室編， w戦後経済史(経腎政策編).Jl111ペー ジ参照)。しかしj この試案はj 対
日賠償のポーレー的段構を背景にしたものであり』そのごアメリカの対日政策の転換こより，現
実的意義はほとんどもたなかった。
この「要領」はI 計画立案の前提となる国際的j 園内的条件，計画の目的j 佳格 目標j 目標
達成の手段などについてかかれたものである (W経済担興計画委員会報告書』第3部 2-6ペー ジ
参照)。





標壱 1人あたり実質生産国民所得が， 昭和5_. 9年の1000/0に回復するところ
におき，この水準が実現された状態における生産，貿易，雇用，消費水準など
の合理的な「安定経済構造」をえがき，とれが昭和28年度に実現できるものと
して， I試案Jにくらべ，計画期間壱 1年ずらし昭和 24年度から昭和 28年度
の 5ヵ年間とし町 28年度に合理的な「自立経済」の実現を目標としたもので





11) 第1次試案」はj 経済が安定するために必要な条件として.1) 労働の再生産が可能である
ような合理的生活水準の確保.2) 必要な食糧や工業原料の輸入をまかなうにたる輸出(自立経
済). 3) 1と2の条件をみたす生産水準と均簡のとれた産業構造.4) 労働生産性の向上と，




なちねばなら向かということを，その規模と構成について素捕J (向上『試案~ 17ベータ) l. 
「再建の目標と外からの援助の必要額を算出することによって1 外国経済と〈に米国から¢接副













った〈かいているJ (前掲『報告書~ 36ベ ジ)点が批判の対象になった。




























13) 電力経済研究所， w戦後の経済計画の変遷J7-8ペー ジ。


































































































いの試案で， セγ イ関係の生産量， 輸出量は消費的みつもりのもとに， 綿糸































増加の予想を， 1953年10月 1日現在8，766万人と推定し(第l次試案の推音ー にく
らべ400 万人増)，そのためには，総所得を昭和 5~9 年の132%に Lなければな
らないとされ，輸出 18億5，000万ドノレ， 輸入20億ドノレが必要であると算定され









































2>) いわゆる「経済安定9原則Jはj 財政，金融，物価J 賃金，為替，買晶，生産暫l当，貴糧と
いろ 資金面z冊格面z ぞの他の分野にわたり，経曹の「安定」を実現すろための具体的諸施置
を指示したものである。 [9原則」は， [単一為替νー トの設定を早期に実現させるみちをひら
くためJ，職後桂揖史(睦精政策調)l，149ペー ジ)の強特置であり 単一為替レ ト設定は，ア
メリカのドル体制へのくみレれにほかならなし、。
26) Ii'経済復興委員会報告J第3部 92ペー ジ。
27) ドッジは， 1949年2月1日j マッカー サー 元帥の財政経済顧問として来日， 3月7日記者会見
で，匝酒田「安定」についての構想を持表した。




































29) ，戦後経済史(経済政策編)~ 153へー ジ。






















































とのようなうごきを反映して， 1948竿なかぼに. r中間安定」についての経皆安定本部案j 大藤
省事，日部試案などがつくられた。「改訂基本方卦」にいたるまでの「計画」のし、う「安定」は，
イγフレ収束の方途についてのとのような「中間安定」構想を反映したものであり. r安定を主














幹事会が設置されてから 1年9カ月， 1948年5月， 経済復興記画委員会が発
足してから 1年ののち，その完成をみた「計画」は，まさに独占資本にとって
の「復興計画」にほかならなかった。戦後日本の「経済計画」は，アメリカ町
要請した「自立経済」壱実現するための，日本の独占資本の「復興計画」とし
てはじまれ当初より潜在的軍事力としての重化学工業の発展を促進する役割
をになう「計画」として発足するのである。
34) 同」三「概要j 6ベージ。
35) 周上， 7ページ。
36) W戦後経済史(経済政策編池田8-209ベ ジ.
